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おわりに
はじめに
「国家とは、ある一定の領域の内部で－この「領域」という点が特徴なのだ
が－正当な物理的暴力行使の狐[１７を（実効的に）要求する人間共同体である」’）
とマックス・ヴェーバーが近代1K|家を定義づけたように、これまで暴力の制御、
認可と行使の権利は国家が独占するのは常識とされていた。しかしながら、冷
戦構造＃i壊以来、中東を始めとして、アフリカ諸国、東南アジア、中央アジア
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諸国間では国家の独立、新国家の建設、運徴、’'５１民経済の構築、更には石川、
天然ガスなどの膨大な利益を生む地下資源開発・管理など、新しい時代に対応
するための様々な機構や行政機関を迅速に設立する必要に駆られたのである。
これらの中で最も必要とされたのは、当面の治安を司る警察機構や安全保障上
の各処置である。つまり、警察・軍隊機構の設立と要員の訓練が早急に必要と
されてきた。
これに対応できるのは米国を飴め、近代的な機構を持つ国家が適切な要員を
派遣してそれらの暴力装置を設立していく事であろうが、これを実行するには
正式な国家間の条約などの法的な背景を必要とする2)。しかし、冷戦崩壊後の
同家建設は急を要したため時間的余裕がほとんど無いのが常態であった。これ
らの要求を満たしたのが民間軍事会社（PrivetMilitaryCompany=PMC、以
下ＰＭＣと表記する)3)であった。冷戦後20年間、ＰＭＣの活動はマックス・
ヴェーバーの定義から逸脱して、暴力を国家から解放し、利益を生むビジネス
としてしまったのである。この全般的な流れは日本人にも無縁ではなかった。
2005年５月、イラクで斉藤昭彦氏が死亡した事件がそれである。斉藤氏は自衛
隊を経てフランスの外人部隊に所属した後にイギリスのＰＭＣに雇われた傭兵
であった。
戦争をビジネスとして請け負うＰＭＣの存在は普通の日本人にはほとんど知
られていなかったが、「戦争は絶好のビジネス・チャンス」と考える企業は冷
戦構造の崩壊を機に急速に増加。特に2001年９月11日に起きた米本士同時多発
テロ（以下９１１と表記する）以降、全世界で展開されているテロとの戦いでは
イラクやアフガニスタンなど、数々の戦場で民間人が戦い、戦闘を請け負う企
業や、兵士を戦闘に専念させるための戦場サービスを担う企業が巨大な利益を
上げている。2004年春の段階で20000人を超えるＰＭＣの従業員がイラクでサー
ビスに従事しており、そのほとんどが退役軍人力､元警察官で、国籍も多岐に亙
り、チリ、フィジー、イスラエル、ネパール、南アフリカ、アメリカ、イギリ
スなどからなり、その雇用主も60社に上っている4)。ＰＭＣの市場規模は世界
でおよそ１０００億ドル、１１本円で１０兆円に達するという５)。
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現在、戦争にビジネスとして参加している企業は大きく言って二種類に分け
られる。－つは軍へのサービスや、戦闘終了後の復旧作業に従事する純粋な
サービス．建設企業などがある。もう一つはそれらの企業を護衛し、情報収集
や場合によってはテロリストの襲撃に対する軍事的な防衛作戦、途上国の警
察、軍隊などの訓練を行う軍事専門企業だ。
前者はアメリカのハリバートン社を筆頭にイラクでは油'11のメインテナンス
や軍隊食のデリバリー・サービス、物資の輸送などを主な業務としている。第
２次世界大戦以来、軍の仕事を請け負って巨大化してきた同業会社がハリバー
トン社を含めてアメリカには５社ある。ハリバートン社のほかは、ベッチェ
ル．グループ、フルオアー社、パーソンズ社、ルイス゛バーガーグループがア
メリカ国防総省（以下ペンタゴンと表記する）からの発注を狙って長年の間し
のぎを削ってきたのである。
後者の代表例として挙げられるのがデイン゛コープ社だ。この会社の創立は
1946年、当時のトルーマン大統領の命令により、第二次大戦の余剰武器や軍関
係の機械類を利用して、終戦で失業した兵士達に仕事を与える目的で作られ
た。それだけに政府との結びつきは深く、この業界では老舗として名が通って
いる。年間の売り上げも20億ドルにもなり、アフガニスタンのカルザイ元大統
領の身辺警護を始め１１t界各国に散らばる米国務省要人達をガードしている。
これらの企業は米1K1だけでも35社、その他、イギリス、フランス、南アフリ
カ等にゼネラル．コントラクター（元受会社）があり、下請けまで入れると全
世界には300を超えるエージェントが存在している｡それらは軍の中将や大将
達が退任後、スポンサーを募って会社を設立し、現役当時のコネクションを
使って各国の防衛当局と契約を結んだり、発展途上|割の警察組織や軍の近代化
のために訓練を実施するという例が多い6)。更には国連のＰＫＯ活動を丸ごと
請け負おうとしているイギリスのアーマーズグループが盛んにロビー活動をし
ているのだ。これらの会社の多くは、経済誌「フォーチューン」の世界ランキ
ング500社以内に入る大会社と子会社契約を結んでいるところから、ビジネス
として世界的に認知された業櫛となっている7)。特に、米軍撤退後のイラク、
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アフガニスタン、更には石油産業が新たに立ちあがった南スーダン、カダフイ
殺害後のリビア等アフリカ諸国、その他新しく軍や警察組織を創り上げて行く
必要がある国や地域が数多くあり、会社にとってビジネスチャンスが急速に増
大して行く。
ＰＭＣが進Ⅱ)しているこれらの諸国や地域は人口も多く、今後政情の安定と
共に巨大なマーケットとなる可能性が大である。少子高齢化で、Ｈ本国内市場
が縮小していく中で今後は業種を問わず、海外市場の開拓と、現地生産化が日
本企業にとって不可欠となる事が予想される。現在流動的な国際情勢と治安情
勢を鑑み、日本国内とは全く異なる治安情勢の中で活動していく［1本企業に
とって、現地での安全確保は必要不可欠条件であり、相当高度な危機管理の概
念が必要となってくると思われる。その意味で、本稿は「ビジネスマンの危機
管理」の立場から今後直接的であれ間接的であれ、社員や企業資産を守る危機
符理を全うするためには日本企業がＰＭＣとかかわりを持たざるを得なくな
る、との前提の下でこれらの特殊企業研究へ向けてのプレリュード的な位置づ
けとしたい。
第一章ＰＭＣの現状
第一節ＰＭＣとは何か－その代表的企業の検証
2004年３)l31p午後、イラク戦争に引き続く多国籍軍による治安安定化作戦
の渦中、ファルージャ市郊外で米軍の補給物資を運ぶトラックコンポイを警護
していたアメリカ民間人が待ち伏せ攻撃に会って殺害され、その死骸が橋に始
るされるという事件があった。その惨状がＴＶカメラに収められ全世界に流さ
れた｡殺された４人はアメリカ・ノースカロライナ州に本社がある「ブラック・
ウォーター社｣8)という警備会社の社員であった。ブラック・ウォーター社の
職種は警備会社となっているが、元アメリカ海軍の特殊部隊・ＳＥＡＬＳ出身者
が集まって設立された会社で、第一線に出ている社員は全員元特殊部隊員達で
あった事が判明した。この事件を契機にＰＭＣの存在が広く世界に認知される
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事となった。
インターネットでホームページ9)にアクセスして見ると、この会社のビジネ
スアピールは自前で広大な戦闘訓練施設を持ち、偵察用も含めて各種へリコプ
ターも所有している事。更には訓練センターの中には街が再現されていて、そ
こに世界各国の軍や警備関係者が派遣されて来て、人質解放を含む各種特殊訓
練を行うことであった。この会社自体、警備会社と言っても、｝１本の警備会社
を遥かに凌ぐ規模と人員を抱えている。
これらＰＭＣの事業内容は、｜工|内|玉|外問わずに作戦中の兵士達に物資補給
や、戦場での軍事訓練、作戦への助言などをやって行こうとするものだ。従っ
て、ある社はかつてテロリスト達の攻撃の的となっていた中東の要人の警護を
行い、ある社は、空港警備の本を書き、またある企業は高級退役将校を雇って、
優秀な現役兵の引き抜きに当たらせたり、学校での軍事教練教官として彼らを
派遣して、次世代の兵士達を育て上げる仕事をしている。当然のことながら、
これらの民間警IiIli会社が政府と深い関係にあるのは言うまでも無いだろう。中
でも、ペンタゴンが最も深いつながりを持っている。
事実、ペンタゴンはアメリカから遇かに離れたアフリカやバルカン半島諸国
の軍事訓練を軍事サービス派遣企業に請け負わせている。2000年から2002年に
かけて、アメリカ政府はこれらの企業と契約を結び、元軍人たちをポスニア、
ナイジェリア、マケドニア、コロンビアなどの他、世界各地のホット・ゾーン
に送り込んでいた。これらの中にはよく知られた企業名がある。例えば、ケロッ
グ・ブラウン．アンド・ルート社はかつて、チェイニー副大統領（ジョージ・
ブッシュ政権当時）が重役を勤めていたハリバートン社の子会社だ。
また、巨大軍滞企業の子会社である軍事サービス会社もある。サウジアラビ
ア国家警護隊の訓練を担当しているヴィネル社'0)はアメリカ最大級の兵器製造
会社ノースロップ・グラマン社グループに属している。この会社では2003年５
月にサウジアラビアＩＲＩ内でIil爆テロ攻撃に遭い社員９名が死亡している。1995
年にも同じような、爆攻撃に遭遇し、数名の死亡者が社員の|川で出ているの
だ。
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ヴイネル社の創立は1931年で、創立当i時はロサンゼルスの零細建設業者で
あった。ヴイネル社が急成長をしたのは、ロサンゼルスのフリー．ウェイシス
テムの建設に携わってからである。その後、野球のメジャーリーグ球団である
ドジャーズのドジャー．スタジアム建設、更にはルーズベルト大統領のニュー
デイール政策にまつわるダム建設など、当時の米国国内の大建設ブームに便乗
できたからだ。第２次世界大戦末期には米軍の補給関係の仕事を請け負うよう
になっていた。大戦直後には、中国大陸の内戦にかかわり、中国共産党と内戦
を始めた国民党軍に銃や弾薬などの武器を運び込む仕事に従事していたのであ
る。その後沖縄、台湾、タイ、南ベトナム、パキスタンなどの空軍基地の建設
に携わり、ベトナム戦争の最盛期にはヴイネル社は5000人もの従業員をベトナ
ムに送り込んでいたのだⅢ)。1975年３月の「ピレッジ゛ボイス」誌によると、
ペンタゴン関係者は当時、ヴィネル社のことを「ベトナムの米軍傭兵部隊」と
呼んでいたという。
更には1975年当時、ヴイネル社は7700万ドルでサウジアラビア国家警護隊の
訓練を担当する契約を結んだ。1979年には訓練をする任務についていたヴイネ
ル社の社員自らが戦闘に加わった状況証拠も見つかっている。サウジ政権に対
抗する反政府武装勢力がメッカのグランド・モスクを占拠して立て篭もった
時、ヴイネル社の教官たちがモスクに出向き、サウジアラビア軍の作戦立案と
指揮に参加していたと報告されているのだ。この時の働きが評価されて、アメ
リカ陸軍のグリンベレー元隊員がサウジ王家のボディーガードとして雇われ
るようになった。それ以来、陸軍のグリンベレー、海軍のＳＥＡＬＳなど、米軍
の特殊部隊員が大々的にリクルートされるようになったと言われている。そし
て'981年、ホメイニ革命でイランのパーレビ国王が追放されたことにサウジア
ラビア国王が危機感を持ち、サウジ政権内におけるヴィネル社の役割は飛躍的
に重要度を増したのである。
もう一つの老舗が先に挙げたディン・コープ社である。ディン・コープ社の
創立は1946年、トルーマン大統領の命令により、第２次世界大戦の余剰武器や
軍関係の機械類を利用して元兵士達に仕事を与えるために作られた「カリフォ
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ルニア東部航空」が基礎となっている。その後、アメリカのミサイル開発プロ
グラムに関与するなど、航空関連研究の主要な役割を担うと同時に、アメリカ
の戦闘機パイロットの訓練と技能維持に従事。その主要基地であるバージニア
州フォート・ロッカーでの航空サービスに主要な役割を果たしている'2)。
これらのＰＭＣの中でも群を抜いて大きいのがアメリカのMPRＩ（Military
ProfessionalsResourceslnc）とイギリスのアーマー・グループだ。ＭPRI社
は元将軍を３人、佐官クラスの上級将校数十人を１１]心として正社員は900人程
度だが、世界的なネッワークを張っており必要とあらば、ごく短期間に特殊部
隊員を含む元兵士１万人を集められると言われている。ＭPRI社は元将軍達の
人脈をフルに使ってペンタゴンの中に深く入り込んでいるのが最大の特徴だ。
例えば、この会社は陸軍部隊管理学校の運営に関与すると共に、駐屯地の上級
訓練コースに講師を送り込むほか、軍事訓練や戦闘１１１のマニュアル作りまで
やっており、まさに米軍の正規軍を訓練している。更には、海外活動も活発で、
戦地を含め、多くのｌＩｉｌで軍事訓練を行っている｢，ポスニア戦争が激しくなり、
1991年に国連がクロアチアに武器や軍事訓練の提供を禁11ﾆする制裁処置を決定
した時、正式に軍事援助が出来なくなったアメリカ政府はクロアチア軍に
MPRI社を紹介。これを受けてMPRIは社員を創設問もないクロアチア軍に派
遣し、訓練を施し、最新鋭の戦術を教えた。
アメリカ軍が推薦した事もあって、ＭPRIの信用は絶大で、クロアチアの敵
国であるポスニア軍が特にＭPRI社を指名して協力を要請したのである。つ
まり、ＭPRI社は敵対する双方に軍事的なサービスを提供するビジネスを展開
し、その仲介をアメリカ政府が行ったという構図が見えてくる。この事で
MPRIの名前は一気に知れ渡った。その後は120人にも上るアフリカ各国の指導
者の警護訓練や、5500以上の部隊に対する訓練、それに赤道ギニアでは油田の
ある沿岸の警備計画を立て、反政府ゲリラに対して絶大な効果を挙げている'3)。
ＭPRIと並ぶ規模のＰＭＣ、アーマー・グループ（イギリス）は国連のＰＫＯ
活動そのもの全てを請け負う事を最大の企業目標とし、国連要人に対して活発
な営業活動をしている'4)。
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この他、世界の主だったＰＭＣを挙げてみると、南アフリカのエグゼクティ
ブ・アウトカム社が有名だ。この会社は軍事訓練だけではなくて直接戦闘に参
加。熟練戦闘機パイロットも派遣でき、アンゴラ内戦では反政府軍を鎮圧し、
シェラレオネでは不安定だった治安を回復するのに多大な寄与をした事で知ら
れている'5)。更には、コンゴ、アンゴラでの人使館警護に当たっているイギリ
スのＤＳＬ（DefenseSystemsLtd)。カメルーン、レバノンで要人警護につい
ているフランスのSecrets社、コンゴ共和国内戦でリスバ大統領派の民兵を訓
練したイスラエルのLevadan社などがある。
2005年５月、イラクで死亡した斎藤昭彦氏（千葉県出身）が所属していたイ
ギリスのＰＭＣ、ハート社はそのホームページで、ＢＢＣなどマスコミのイラク
取材のコーディネイトならびにエスコートを会社の実績として挙げている。こ
の他、ハート社は対テロシステムの構築、情報収集、危機管理システムの構築
と民間企業の社員向け危機対処訓練を請け負ってきた様々な実績をアピールし
ている'6)。
第二節イラクにおけるＰＭＣの評価例
「英米安全保障情報委員会」（BritishAmericanSecuritylnformation
Council＝ＢＡＳＩＣ以下ＢＡＳＩＣと表記）は「一握りの契約者集団：イラクに於
ける民間軍事会社の実際的評価事例」と題された報告書（2004年９月）を公表
した。これは、イラクに於ける民間軍事会社数から本社の住所、その契約内容、
契約金、事業遂行中に死亡した社員数やその死因まで詳細に調べ上げたもので
ある。ＢＡＳＩＣは政府の政策分析を行い、防衛、軍縮、軍事戦略や核政策を社
会に知らしめ、知的論議を育む事をＨ的とした英米両国にまたがる独立研究機
関で、資金の提供者にはロックフェラー財団も名前を連ねており、委員会の主
要メンバーには英米の著名な国際関係論、国際政治、安全保障などの大学教授、
学者、ジャーナリストなどが入っている。
この報告書によると2004年９月現在、イラクに入り込んでいる企業は確認で
きただけでも66社、その他弱小会社や、オプションで短期間契約の会社などを
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入れると企業数は常時１００社を優に超える状態であるらしい。円然のことなが
ら、ＭPRI社やブラック・ウォーター社、ハート社などマスコミで取り上げら
れる企業は契約数、社員数共に多いが、ほとんど名が知られていない会社も多
い。更には韓国の会社などがリストの中でとり叢げられていたのである。これ
らを含めてイラクで事業を行っている特徴的な会社をチェックしたものをアル
ファベット順に挙げてみる。
＜ＡＤコンサルタンシ－＞
本部イギリスサットン市
主たる事業＝企業等のリスクや危険度の査定の他、イラクで活動する団体の警
護・個人のボディーガード，イラク国内の旅行案内及び警護それに、ガス・石
油施設の警護。
＜ＡＫＥリミテッド＞
本部＝イギリスヘレフオードｉＩｊ
主たる事業＝危機管理の専門家の派遣。社員は武装警護サービスだけではな
く、敵地に於ける政治、危機符班、情報などの訓練及び、文化に対する解説、
危機管理のデータベース開示、諜報活動などを専門としている。世界で最も厳
しいとされるイギリスの特殊部隊ＳＡＳ（SpecialAirService）で訓練を受けた
オーストラリア人13名が雇われてイラクに滞在。
＜アーマー・グループ＞
本部＝イギリスロンドン市
主たる事業＝モスル、バグダッド、バスラなど第一線戦闘地域の他、イラク全
士に展開している米英軍やその施設の安全管理、危機管理戦略を立案。具体的
にはバクダッドにある軍総而]令部の警護、更にはハリバートン社、ビッチェル
社などが請け負っている軍需物資や軍用食料運搬単列の警護作戦の運用と実施
に携わっている。アーマー・グループはイギリス最大級の民間軍事会社で
ニューヨーク証券取引所の会且でもある。
＜ブラックハート・インターナショナルＬＬ.Ｃ＞
本部＝アメリカペンシルベニア州
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主たる事業＝この会社は若くて積極的な女性がオーナーを勤め、1999年から事
業を始めた新しい会社である。物資の調達、安全管理、顕事訓練、ボディーガー
ドなどのサービスをイラクで行っているが、その契約の大部分はかつて軍や警
察の特殊作戦部隊で軍事訓練を受けたスペシャリストたちが請け負っている。
＜ＣＡＣＩ＞
本部＝イギリスロンドン11J
主たる事業＝この社は総額’億2500万ドルでアメリカ海軍に対する長距離補給
サービスを請け負っている。しかし、イラクに於いて最も有名となった事業は
陸軍と結んだ契約に基づいてバグダッド郊外にあるアブグレイブ刑務所への尋
問官派遣である。アブグレイブ刑務所ではイラク人囚人の虐待問題が世界中に
報道されたが、この派遣契約は2003年８月に1990万ドルで結ばれた１年契約で
あった。虐待に力Ⅱわったとされる派遣社員には何も無かったが、アメリカ陸軍
の兵士は軍法会議にかけられて有罪となった。この事が、後にも大きく採り上
げられて、軍に協力するＰＭＣの法的問題が取りざたされる事となったのであ
る。
＜センチュリアン・リスク・アセスメント・サービス＞
本部＝イギリスアンドバー市
主たる事業＝主に、イラクに来るＮＧＯ団体、国際機関、人道支援ボランティ
アグループ、ビジネスマン、マスコミ各社の取材メンバー達への物心両面の支
援を行っている。特に、過酷な環境の危険地帯に入り込む者達の警護サービス
を提供。
＜コチイズ・コンサルタンシ_Inc＞
本部＝アメリカフロリダ州
主たる事業＝元特殊作戦司令官、イラク戦争での砂漠の盾・砂漠の嵐作戦の司
令官ジェシーＬジョンソン氏が最高経営責任者を勤める会社で、イラクでビ
ジネスを展開するアメリカの大企業やＶＩＰの警護に従事している。
＜コントロール・リスク社＞
本部＝イギリスロンドン市
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主たる業務＝イラクを訪問する各国政府関係者、駐イラク日本大使館を含む各
国政府機関、イラク復興支援従事者、ビジネスマン、などを警護する武装ガー
ドマン派遣。元イギリス空軍特殊部隊ＳＡＳ司令官であり、ボスニア派遣国連
警護軍指揮官であったサー・ミッチェル・ローズ氏を重役に迎えており、イラ
クでは500人を越える元イギリス軍関係者が中心となって作戦に従事。特に
ＳＡＳ出身のエリート達の活動が評価されている。
＜エリニス・ミドルイースト＞
本部＝アラブ首長国連邦ドバイ市
主たる事業＝この会社は海外にいる亡命イラク人とイラク在住者からなる
14000人に上るイラク人警護人を雇い、数十名の南アフリカ軍及びイギリス軍
元兵士の指揮下でイラク国内の重要石油施設を警護する’億ドルのジョイント
契約事業の１部を担っている。
＜グローバル・リスク・ストラテジーズＬＴＤ＞
本部＝イギリスロンドン巾
主たる事業＝この会社はイラク戦争後、イラク国内でアメリカ政府及び国連、
更にはイラク復興事業に携わる主要企業の警護を主に行っている。そのために
この会社は1500人の武装したガードマンを雇用しており、その中にはイギリス
陸軍のグルカ兵部隊元メンバー500人以上が加わっている。
＜グローバル・セキュリティー・ソース＞
本部＝アメリカコロラド州
主たる事業＝この会社の社員300人がイラクのアメリカ大使館の警護に付いて
いる事は公にされている。この会社のもう一つの重要な事業はイラクで警護の
仕事を求めている人材を肚界中から募り、イラクでビジネスを展開している企
業に警備要員を斡旋する人的資源のブローカー業である｡
＜ＩＣＰグループＬＴＤ＞
本部＝イギリスロンドン市
主たる事業＝1991年の砂漠の嵐作戦から事業に携わっている老舗。世界各国の
大企業、ＮＧＯ、政府機関を警護している。警備部門の社員はイギリス、アメ
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リカの特殊部隊出身者又は特別に優れた軍事技術の体得者に限定されている。
その他警護用品サービス、補給活動、通信業務などが主な事業となっている。
＜メテオリック・タクチカル・ソルーションズ＞
本部＝南アフリカプレトリア州
主たる事業＝要人の警護、危機管理など、通常の警護事業も行うが、この会社
の特徴は組織に対する特別訓練プログラムを対象に応じて作成し、実行して行
くところにある。アメリカ国防総省契約管理局はこの会社とセキュリティ・ア
ドバイス及びそのプランニングに対する契約（59万9383ドル）を結び、新生イ
ラク警察の警護部隊訓練を行っている。
＜ニュー・コリア・トータル・サービス＞
本部＝大韓民国ソウル市
主たる事業＝このリストに載った中で、アジアに本拠を置く唯一の企業。イラ
クに進出した国際企業の警護活動のためにボディ・ガード１００名を送り込んで
いる。
＜ＤＴＳセキュリティーＬＬＣ＞
この会社の存在は2004年９月、３人の従業員がイラクで武装勢力に拉致された
事で明らかになった。しかし、ネバダ州政府が受け付けた会社設立文書による
と、この会社の本部はネバダ州にあるレイク・タホの南岸ダグラス・カウン
テイ保安官分署の隣にある事になっていたが、実際にはバーガーキング・レス
トランの裏手にあるコンビニに設置されている郵便箱であった。この事実か
ら、この会社の存在そのものがいかがわしい。今後、この種のいかがわしい会
社がイラクでのビッグ・ビジネスを求めて次々と設立される可能性が高いだろ
うし、事態が進化するにつれて今回のケースのように、その実態が明らかにさ
れてくるだろう。
第三節戦争民営化とＰＭＯ軍縮と軍の効率化
傭兵を大量に使った戦争はフランス革命が起きた18世紀の終わりごろには幕
を閉じ、国民自らが兵士となる国民軍に取って替わられた。その後、ヨーロッ
222
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パ列強がアジアやアフリカ、アメリカなどを植民地化していく過程で現地の戦
士たちを雇って、植民地管理に当たらせたが、その中でも有名なのが、イギリ
ス軍に編入されているネパールのグルカ兵だ。
第２次大戦後は東西の冷戦が始まり、傭兵部隊の活躍する場はほとんど無く
なった。しかし、冷戦が終了するとアフリカや中東、東ヨーロッパなどで小規
模な局地紛争が増えて来たことで傭兵の需要が高まった。逆にハイテク武器の
発展と人員削減の中で冷戦時代には花形であった特殊部隊の存在は、益々軽い
ものになってきた。特殊部隊員達は若い頃から様々な専門技術を身に付け、肉
体も極限状態にまで鍛え上げているから、実にもったいない状態であったの
だ。ＰＭＣはこのような状態にあった元特殊部隊員を雇用することで成り立っ
ており、あぶれた特殊部隊員の受けⅢ的存在となって互いに好都合な関係に
あった。
ＰＭＣが提供する軍事サービスの質が高い事もあるが、政府にとって都合の
良いのは、彼らがあくまでも民間人である事だ。民間人なら基本的には軍規に
触れる事がなく、自由に戦闘行為が出来るし、政治的に正規軍が動くと大問題
になる場合など、手っ取り早く解決できるなどのメリットが大きい。
それに軍が動くとなれば莫大な費用がかかるが、ＰＭＣの社員なら隊列を組
んで行進する必要もなく、経済的にも安上がりだ。そして何よりも政府にとっ
て好都合なのは、戦死の問題がないからである。ＰＭＣの従業員は人目につか
ないところで活動するので戦闘で死亡した場合、正規軍の兵士が死体袋で帰国
したなら大きく取り上げるであろうマスコミの注目を集める恐れもない。万一
見つかっても、軍服を着ていないので否定するのは簡単だ。特に、アメリカ軍
にとっては９．，，以降に始めたアフガン、イラクでの対テロ戦争ではドイツ、
フランス、ロシア、中国などの大倒の支持が得られなかった。従って、この戦
争に協力している諸岡は30カ国以上ではあるが、大作戦を遂行出来るほどの軍
隊を派遣しているのはアメリカ以外ではイギリス軍だけというのが実情だっ
た。
アメリカの非営利政治研究組織「グローバル・セキュリティー」がまとめた
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｢軍団はどこに？地球規模の米軍配置」という調査報告書（2005年３月）によ
ると、アメリカは当時、世界中の130カ国に兵士を駐留させていた。その１部
は戦闘や平和維持活動に従事したり、外国軍の訓練に当たっている。
確かに、アメリカは第２次世界大戦の終結以降、ドイツや日本の占領、朝鮮
戦争、ベトナム戦争、など旧ソ連との冷戦を戦い抜くため、海外で強大な軍事
力を維持し続けて来た。冷戦後はその負担から開放されると考えられたが、現
実にそうはならなかったのである。
現在は国際テロ組織アル・カイダやイスラム国との戦いがある。イラクとの
戦闘、それに続くゲリラ攻撃、リベリア内戦、アフガニスタン国内の動揺、フィ
リピン軍とのイスラムテロ組織掃討作戦、更には不安定な朝鮮半島情勢に対応
し、日本を安心させるため、西太平洋に米軍の強力なプレゼンスを維持する必
要がある。これらの,情勢を見ると全世界に展開しているアメリカ軍を削減する
事は困難で、むしろ増強が当面の急務となっていた。
先の「グローバル・セキュリティー」の報告書が引用した公式統計によれば、
2003年９月米陸軍には155の戦闘大隊があった。そのうち実戦に従事している
大隊は2001年１０月以前には１７に過ぎなかったのである。ところが、2003年９月
の時点で実戦地域に配備されている戦闘大隊の数は98にも上った。
この数字を維持するために、アメリカは25万５千人の陸・海・空・海兵隊・
沿岸警備隊員に加えて13万６千人の州兵と陸軍予備役まで動員し、海外での戦
闘や平和維持に当てざるを得ない状況だったのだ。更には、イラク駐留長期化
によって、米軍は厳しいローテーションを強いられていた。2003年春にアメリ
カ本土で沖縄派遣のために待機していた部隊を含め、沖縄駐留海兵隊からも３
個歩兵大隊がイラクに派遣された。その後、第31海兵遠征隊2200人がイラクに
派遣されたため、沖縄にはアメリカ軍の地上戦闘部隊不在の状況が2005年３月
下旬まで続いていたのである。
アメリカ政府はこのような現状に照らし合わせて、同盟諸国の政府に対して
イラクやアフガンに兵を送るように圧力をかけていたが、前述のように実際に
補給能力を備えた重量級の地上軍を派遣していたのはイギリスだけである。こ
－２２４－
経営論叢第４巻第２号（2015年３川
の様に孤立した状態のアメリカ軍にとってはＰＭＣの存在は必然的に重要度を
増して来たのだ。その事を裏付けるような事件がイラクで起きた。イラク中部
のナジャフで４月４}j、アメリカ軍に雇われていた民間軍事会社、ブラック・
ウォーター社武警備要員８人が数百人の過激派民兵と交戦し、連合国暫定当局
(CPA）現地本部を守ったのである。このⅡ、シーア派の反米指導者ムクタダ・
サドル師の支持者と見られる数百人の武装集団が建物を包囲。ブラック・
ウォーター社員８名と米軍の憲兵４人、米海兵隊員１人が中に取り残された。
武装勢力側がロケット砲や小銃で激しい攻撃を加えたのに対し、警備員らも屋
上から小火器で応戦。その間応援のアメリカ軍特殊部隊が到着し、ＣＰＡ現地
本部は陥落を免れたのである'7)。
このようなＰＭＣ重視傾向を助長するのが、アメリカ政府の財政政策と世界
戦略の転換である。ブッシュ政権の財政政策は基本的には共和党の伝統的政策
である減税政策を基本としており、多額な国家予算を必要とする軍拡路線には
そぐわないのだ。更に言えば、2001年９１１１１Ｈを起点としてブッシュ政権は冷
戦構造崩壊以降の世界認識の中心に「国際テロ組織との対決」というコンセプ
トを据え、ソ連との軍事対決を想定したこれまでの重厚長大な軍事戦略を転換
し、より機動力と柔軟`性を持った軍編成を必要としているのである。
この戦略に沿ってラムズフェルド国防長官（当時）は「米軍は24％もの過剰
がある」と査定し、アメリカ領内で閉鎖１１能な基地を選定する作業に取り掛
かった。ブッシュ大統領もソ連の脅威が無くなった事で、ヨーロッパの安全保
障関係の劇的な変化を受けて「10年間で海外駐留米軍７万、軍属１０万人削減」
を打ち出した。この結果、アメリカ軍のリストラは基地の111]減のみに留まらず、
警備、調理、病院運営など戦闘に直接かかわらない兵員の大幅削減に繋がった
のである。
国防総省は4000種にも及ぶ軍の職種を見111'し、直接戦闘に関係ない職種を大
幅に見直して、兵士でなくても出来る業務を洗い出す作業に着手。とりあえず、
2003年秋以降に8000人分の業務を外部委託し、2005年秋に２万4000人分の業務
を軍の任務から外し、外部業者に請け負わせた。ペンタゴンは、この分戦闘員
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として使えるアメリカ兵が増え、イラク戦争後に常態化した戦闘員不足が補え
るとしていたのである。このようなアメリカ軍のスリム化、機動化、迅速展開
を指向するブッシュ政権の世界的な米軍再編成政策はＰＭＣの市場拡大に寄与
する結果となる。
削減計1111iをさらに推進したのがオバマ政権である。オバマ政権では米軍のイ
ラク、アフガニスタンからの早期撤退政策を推進したが、撤退後の治安維持に
大きな問題が残った。現在、イスラム原理主義を標傍して台頭してきたイスラ
ム国の存在はその典型と言えよう。オバマ政権では2013会計年度から2021会計
年度までに最大１兆ドルの国防予算削減を行うと公言している。この事からす
れば、今後もアフガニスタンやイラクでの治安維持、更にはイスラム国との闘
いにおいてＰＭＣの活動領域が大幅に広がる事は容易に想像できる。
第二章現代の戦争ビジネス組織
第一節ＰＭＣの事業内容と問題点その１￣違法な活動例
イラクにおいて、ＰＭＣが必要なのはアメリカ軍や米国の企業だけではない’
戦後の復興を狙って、自国の利益を確保しようとする各国がバグダッドなどの
イラク国内に政府機関を置き、様々な情報活動を行っている。イラク戦争その
ものに反対しているフランスも、大使館に外交官を満いており、その警備に
GIGNという憲兵隊の特殊部隊を派遣しているが、その中には多数のＰＭＣ従
業員が混じっていると言われている。
しかし、フランスのように自前で警備できる国はさほど問題は無いが、Ｈ本
のように軍隊があっても、憲法上の規定で、一度も実戦を経験していない国や、
警備や戦闘のノウ．ハウを持たない小国には民間人である政府職員の安全を確
保する方法が無い。そこで、ＰＭＣと契約を結ぶ事となる。
例えばスイスの場合、バグダッドにある大使館を閉鎖せずに館員を配潰し、
その存在感をアピールしているが、自国の警察や軍隊にそれほど危険な地域で
活動がlIII来るような訓練を受けた人員がいない。更に言えば、警護活動に特化
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した特殊部隊を養成中ではあるが、永世中立を国是としているスイスでは海外
派兵には大きな障害があった。そこで政府は南アフリカのメテオテック・タク
ティカル・ソリューションズ（ＭＴＳ）社と年間160万スイスフランに及ぶ契約
を結ぶ事となった。
しかし、この会社は反傭兵法を擁する南アフリカ政府の調査対象になってい
るようなＰＭＣであった。その上、この会社の重役二人が石油がらみで赤道ギ
ニアの大統領に対するクーデター未遂で告発され、６５名の南アフリカ人ととも
にジンバブエの拘満所に入れられていたのである。この事件に関連した者とし
てイギリスの元首相サッチャー女史の長男マーク・サッチャー氏が南アフリカ
検察特捜部に逮捕された'8)。スイス国内では外務省がこんな曰く付きの会社を
雇った事で政治問題に発展したのである。
イラクでも重大な問題が発生していた。バグダッド郊外にあるアグブレイブ
刑務所で、収容されている捕虜達が、性的行為を強制されたり、犬をけしかけ
られるなどの拷問を受け、ジュネーブ条約違反に問われる国際法違反行為がな
されたのだ。この事件では米軍の女`性兵止がタバコを〈ゆらせながら裸のイラ
ク兵に首輪を付けて犬のように引きずり回している写真や、全裸のイラク兵を
ピラミッドのように重なり合わせた上に女性兵士が乗ってにこやかにピース・
サインを出している写真などがマスコミで公表され、全１１t界にショックを与え
た。
この事件は当時刑務所の看守役を務めていた米軍兵士などが軍法会議にかけ
られて有罪判決が下されたが、実は捕虜虐待事件には氏'１M人が深いかかわりを
持っていた事がアメリカ陸軍の報侍書（2004年２月2611に公表）に記されてい
たのである。この報告書によると、事件にかかわりがあった民間人は二人で、
うち一人はＣＡＣI社の社員ステイーブン・ステファニウィッツ。彼は民間の
尋問専|Ⅱ]職でイラク駐留のアメリカ陸軍第205情報旅|J]に属していた。
ＣＡＣｌ社は国務省の電子メイルシステムなどを操作する情報技術提供を主な
事業とするカリフォルニア・アナリシス・センター社として1962年に設立。そ
の後、事業の内容を拡充し、1973年にその頭文字をとってＣＡＣＩと社名を簡
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単な名前に変更。会社の業務は多種にわたっており、従業員はおよそ9400人、
年間の総収入は2003年度で８億４千300万ドル、会社の事業のうち約63％がペ
ンタゴンとの契約であり、２９％が他の省庁との契約分となっている。
ＣＡＣIが情報サービス部門を設立したのは1990年代末。情報サービス部門の
事業の主なものとしては、情報の収集、その分析、現地情報収集の支援、それ
に、囚人や捕虜などへの尋問によるヒューマン・インテリジェンス収集の支援
がある。このためにＣＡＣI社は大量に軍事情報部門や政府情報機関の元情報
員を雇っている。
もう一人が所属していたタイタン社は1981年に設立された、ＣＡＣI社と同じ
ような情報を取り扱う会社でペンタゴンの軍事情報機関や、政府情報機関に情
報とコミニュケイション・サービスを提供している。従業員は約12000人で総
収入は年間約20億ドルである。
報告書によると、これら民間人は刑務所の中をフリーパスで移動できる許可
を与えられており、捕虜尋問の現場に立会い、その専門知識を発揮して情報収
集のアシスト要員として重要視されていた。が、報告書では捕虜虐待事件に関
与した事で、２人に対しては契約を破棄するように勧告していたのだ。
この様に、捕虜虐待などの実態を見ると、ＰＭＣ従業員はアメリカ政府と雇
用者のどちらに責任を持つのか、事故が発生した時誰が責任を取るのかなど、
ＰＭＣ利用の是非についての議論がアメリカ国内で出てきている。
第二節ＰＭＣの事業内容と問題点その２－政府との癒着体質
前に述べたように現代のＰＭＣは株式市場に登場するような近代的な「企
業」としてのビジネスを展開しており、後者の典型がこれから採り上げるアメ
リカのハリバートン社だ。この会社は湾岸戦争時のブッシュ（父）政権の国防
長官、イラク戦争時のブッシュ（息子）政権の副大統領となったリチャード.
Ｂ・チェイニー氏が経営陣に名を連ねており、イラク戦争では多大の利益を得
ている軍事サービス企業としてつとに有名である。
ハリバートン社はアメリカ・テキサス州の油井掘削会社として1919年に創
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業。その後、企業買収を重ね、1962年に建設大手のＫＢＲ社を買収して急成長
を遂げた。その結果、現在では海外をも含めて系列子会社は200社を超えてい
る。そして、イラク戦争終了後のlll1田の修復、補修事業をほぼ独占的に請け負
い、イラク復興作業の根幹にかかわりを持ち、利益を上げられる構図の中心に
居座る企業となっている。この事が2004年のアメリカ大統領選挙で野党からの
攻撃材料とされ、戦争の大儀そのものが国民の疑惑の的となったのである。
事実、ハリバートン社とブッシュ大統領の出身政党である共和党との結びつ
きは深く、民間団体の調査によると、2004年６月末までにハリバートン社の役
員達の政治献金は総計30万ドルに達し、その99％が共和党の国会議員候補者に
対するものであった。これとは別に、ハリバートン社は会社としての政治献金
lil体を持っており、そこからは13万3500ドルが献金され、その90％が共和党向
けであった。このことからすると、ブッシュ大統領の再選にハリバートン社が
巨額の資金援助を行った事は容易に想像が付く。
共和党のブッシュ政権にハリバートン社が多額の資金援助をする目的は企業
としての利益追求にある事は言うまでも無いだろう。2004年８月、連邦政府の
契約企業200社について「GovernmentExecutive」誌がまとめたところによる
と、ハリバートン社とペンタゴンとの契約高は2003年度分が31億ドルとなって
いる。前年度の2002年度分が４億９千１００万ドルだから、2003年度は約６倍の
契約高に跳ね上がった事になる。契約の大部分はイラクとその周辺国に駐留す
るアメリカ軍兵士への給食を始め、クリーニング、住宅、など陸軍への兵姑支
援事業と、米軍がイラク侵攻に先立って想定した油田の消火活動や、石油採掘
関係の事業に対するものであった。
ハリバートン社が共和党政府に深く関与するきっかけを作ったのは先にも触
れたチェイニー氏である。チェイニー氏は1941年ネブラスカ州生まれ、エール
大学からウィスコンシン大学大学院博士課程に学び、３４歳でフォード大統領主
席補佐官に就任、現在までの政界経験は豊富である。
1989年当時のジョージ・ブッシュ大統領に同防長肩に指名され、９３年１月ま
でその職に就いていた。この間パナマ侵攻作戦、湾岸戦争という大きな軍事作
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戦の指揮を執る事となったのである。湾岸戦争で発揮した指導力を評価され、
1991年７１jには大統領自由勲章を授与された。この国防長官就任期にチェイ
ニー氏は軍の物資補給や電気施設工事などを軍以外の民間会社に委託すること
を促進した。この委託により、軍の補給にかかる経費が１０％～20％は減るとい
われている。この時委託会社となったのがハリバートン社の子会社であるケ
ロッグ・ブラウン・＆・ルーツ社（以下、ＫＢＲ社と表記する）であった。チェ
イニー氏は軍の事業を民営化していく新しい軍運用モデルを創り、Ｍ時に民間
企業に新たなビジネスチャンスと市場を提供した究極の民営化推進者でもあっ
たのだ。その実力はＩＲＩ防長官辞任後に遺憾なく発揮される。
1995年、クリントン大統領に政権が移った後、チェイニー氏はＫＢＲ社の親
会社である石油関連サービス会社ハリバートン社の会長兼経営責任者に就任。
ここで５年間民間企業の経営者としての資産と人脈を獲得。チェイニー氏が最
高経営責任者となってから、ハリバートン・グループ企業の政府関係の契約高
が急速に(111ぴて行った。この間、ＩＲＩ防契約企業第78位から第17位へと会社の政
府関係契約高が伸びるに従い、チェイニー氏の個人資産も増加。個人として、
ハリバートン社の筆頭株主となり、資産高は日本円に換算して約50億円にも
上ったという。2000年のブッシュ・ジュニアの大統領選ＩＩ１馬で共ｆⅡ党に約2500
万円寄付。副大統領候補としてそれらの資産を有効に使い、当選を果たしたの
である。
ハリバートン社を通じて石油などエネルギー関連業界に深い人脈を培った
チェイニー副大統領はブッシュ政権のエネルギー政策に極めて強い影響力を持
つようになった｡彼はブッシュ政権のエネルギー政策タスクフォースのリー
ダーとなり、「Ｉらの民間エネルギー会社の人脈の中からそのメンバーを構成し
たと言われている。そのメンバー・リストについてはチェイニー副大統領が公
開を拒否しているため、どの企業がメンバーになっているか明確ではない。し
かし、ハリバートンＩＭＩ連会社を中心として、粉飾決算で大問題となったエンロ
ン社他、チェイニー副大統領と懇意な数社の企業がメンバーになっていたのは
間違いないようである。
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チェイニー氏が副大統領に就任後に起きた９．１１米'五1内同時多発テロ以降、
ハリバートン社の子会社ＫＢＲ社は軍からの受注が増え、増益となっており、
副大統領になってからも、チェイニー氏はハリバートン社から毎年20万ドル近
くの退職者収入をうけとっている。このＫＢＲ社の国防省担当者はチェイニー
氏が国防長官を勤めていた時の軍事補佐官であった。この様な人脈やチェイ
ニー氏と企業との関係の深さなどから、ハリバートン・グループ企業のペンタ
ゴンからの受注は何時も不鮮明なもの、との疑惑が付いてまわっている。
ハリバートン社がイラク石iilll産業修復の契約を受注した2002年10月以降、株
が２倍近くに跳ね上がり、2003年５月１３日には株価終値が23.90ドルとなった。
ハリバートン社グループがペンタゴンと結んだ契約は原則的にはチェイニー副
大統領が国防長官時代に築き上げた米歳兵姑文民統合プログラム（以下、
LOGＣＡＰと表記する）に基づいたものだ。ペンタゴンの場合、研究開発の段
階から特定のメーカーに受注させ、独占的に製品を納入するのが通例となって
いる。この通例に従って、ペンタゴンはまず、2002年l川、LOGＣＡＰに沿っ
て不測事態対応計画を作成するようＫＢＲ社に依頼。この契約に基づいて、
KBR社は、2002年１１月からイラクの石7111インフラ評価とイラク石油産業の操
業計画を検討するために現地で活動していた。
このように研究開発の段階から軍との契約が結べられれば、この研究成果に
基づく製品の納入も独占的に行えるのである。しかも、一部の兵器や機材の納
入に対してペンタゴンが認めている「コスト・プラス報酬制」が適用されるの
である。このシステムは納入製illiIIに欠陥があった場合でもその補修・改修コス
トをペンタゴンが負担する制度だ。ペンタゴンのLOGＣＡＰはまさにこの「コ
スト・プラス報酬制」でハリバートン社グループに発注しているのである。
このような体質を持っているハリバートン社は44社を超える様々な業種の子
会社を持ち、広く世界に腔開している。中でも注目されているのがアゼルバイ
ジャン、インドネシア、イラン、イラク、ミャンマー、リビア、ナイジェリア
など、アメリカ政府が人権擁護の立場から好ましく無いとしている国や、テロ
リスト同家、または敵対国家としているllilとビジネスを行っている事である。
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アメリカ政府が経済制裁を加えている国とのビジネスについて1995年、リビア
に対する禁輸措置を破ったとして380万ドルの罰金を科した。にもかかわらず、
その４年後、ハリバートン社の子会社の一つがアメリカ政府がビジネスを禁止
しているイランに事務所を開設。2001年には軍事政権下のミャンマーで石油の
パイプライン．プロジェクトを開始したのである。このように、利益の上がる
事には国禁を犯す道義的責任感の無い経営方針は各方面から非難の対象となっ
ている。
ハリバートン社グループの仕事はエネルギー関連に限らない。イラク戦争で
も飛行場の整備、テント設営、宿舎建設とその清掃、兵員への食料や水の供給、
調理、郵便、理容、重機の運搬、さらには戦死者の遺体の洗浄と本国への輸送
と、まさにトイレ掃除から基地建設まで、アメリカ軍の周辺で必要とされるあ
りとあらゆるものを担っている。それも40年以上に亘ってペンタゴンと契約を
交わしているから、この会社の持っている仕事のノウ・ハウは他者の追随を許
さないものがある。だからこそ、米軍にとってはまるで痒い所に手がIＨ〈よう
なサービスが何者にも変え難いものと映るわけである。ここに緊密な癒着の構
造が出来上がり、ハリバートン社がスキャンダルを起こしても、ペンタゴンが
最優先で契約を結ぶ構造が出来上がった。
事実、ハリバートン社グループの社員数千人がバグダッドに最初の爆弾の雨
が降るのと同時に10億ドルに近い契約に基づいてクウェートとトルコに展開す
るアメリカ軍のすぐ側で働いていたのである。
第三節中東戦略と企業の戦争ビジネス戦略
この様な状況の中で、石油、軍施設関連以外では、イラク復興事業に於ける
アメリカ流の「民営化」が推進されている。しかし、その狙いはアメリカの長
期的な権播確保の方向に行く可能`性が濃厚だ。事実、アメリカ政府はイラク復
興事業の受注先に付いてアメリカに協力的な企業に限る方針を決定。ペンタゴ
ンは自国が負担する186億ドル（約２兆円）のイラク復興事業について、受注
の元請け先を、アメリカ、イラクの他に日本や韓国など、イラク戦争や復興に
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協力している61カ国の企業に限定すると2003年12月５１]付けの文書で発表し
た。それについてはフランスやドイツ、ロシアなど、イラク戦争に反対してい
た諸国が猛反発。アメリカ政府は「米国の安全保障上の利益を守るため」と強
硬姿勢を貫いた。
このような動きを後押ししているのはアメリカ経済界の圧力だ。今後、中東
でも巨大マーケットに成長すると言われている携帯電話事業に関連する争いも
熾烈さを増している。’１t界の携帯電話市場ではアメリカ勢とヨーロッパ勢が通
信方式をめぐって激しい競争を繰り広げているのが現状だ。アメリカ軍の攻撃
で地上回線が崩壊したイラクは、携帯電話業界にとっては大きな魅力となって
いる。なぜなら、一旦採用されたら、その通話方式がイラクでの基本的なシス
テムとなり、将来的にも計り知れない利益を生む可能性があるからだ。
上述のように、イラク戦争後、イラクのビジネスシーンは一気に参入してき
たアメリカ企業が全てを取り仕切るようになり、自分達の都合で決定していく
システムとなってしまった。そんな中、日本の企業も参入を狙っていたことが
明らかとなった。2003年11)ｊ２Ｉ１、住友商事とＮＥＣがイラク国内での携帯電
話事業に使用する通信設備の１部を65万ドル（約7150万円）で受注した事が発
表された。これは、イラクの戦後復興を支援するインフラ整備ビジネスで初の
日本企業の受注となった。続いて、2004年３月2711、アンマンにある国連開発
計画（UNDP）イラク事務所がイラク南部バスラ近郊にあるハルサ発電所の修
復プロジェクトを三菱重工に受注させたことを発表。受注額は約600万ドル（約
６億3000万円)。｜]本政府がＵＮＤＰに拠出した援助がこれに当てられる。この
発電所は1979年に三菱重工が建設したもので、湾岸戦争で破壊されたままに
なっていたものだが、イラク復興事業で大規模プロジェクトを１１本企業が受注
したのはこれが始めてだ。
この様に日本企業も含めて、巨額でかつ長期に豆るであろうイラク復興事業
を世界の企業が不況脱出のためのビジネスチャンスと兄なし、事業に参加しよ
うとしてしのぎを削る状況が今後も続く事は間違いないだろう。
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第三章危機管理としてのＰＭＣ活用
第一節海外進出と危機管理の問題点一日揮事件を例として
20013年ｌ）116ロアルカイダ系組織に属すると見られるアラブ系の武装集団
がアルジェリア東部イナメナスにある天然ガスプラントを襲撃した。約30人で
組織された犯行グループは居住区域を占拠し施設内にいた800人以上が人質と
なった。その中には日本人を含む132人の外国人が含まれていたのである。
事件発生後、アルジェリア軍は施設周辺を包囲、翌17日からはへりコプター
でのテログループヘの攻撃を始めた。アルジェリア軍によるテロリスト壊滅作
戦は19日まで続き、最後は犯行グループが人質を巻き添えに自爆。４ｐ間でテ
ロリストを含む70人が死亡する大事件となった。死亡した人質の中には１０人の
ロ揮'9)関係者がいた。
日揮は1969年からアルジェリアでプラント建設に携わっていた。今回の犯行
現場となった天然ガスプラントはその全域が高い塀で囲われ、軍が常駐して居
住区に住む関係者たちを保護し、中に住む外国人達は勝手に外Ⅱ)する事も許さ
れず、全て軍の許可を得なければならなかった。これほど厳しい警護環境の中
で起きた襲撃事件であり、企業に強烈な衝撃を与えたのである。
外務省領事局の発表した資料によると、2011年10月ｌn現在海外で暮らす日
本人は118万人。治安が不安視されている中東地域には１万人の永住・長期滞
在者、アフリカには同じく8000人が滞在している。海外在住のⅡ本人が増加す
ればそれだけテロや暴力犯罪に巻き込まれる機会が増してくる。最近の事例を
拾っただけでも、1999年には中央アジアのキルギスで鉱山技師と通訳が誘拐さ
れた（後に解放)。2001年には南米コロンビアで日系企業の現地法人幹部が誘
拐され、２年後に遺体で発見された。更には2008年アフガニスタンで人道支援
を行っていた日本人スタッフが誘拐され、後に殺害されている。
この様な状況の中で、日本の海外進出企業の危機管理は重大問題となる。先
の[]樺の事例では現地の軍隊が危機管班全体を保証するような形であったが、
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不幸にして事件が起きた。ｕ揮の例では、現地政府のプロジェクトを請け負っ
ている立場から、軍の保護があったが、今後は純粋に民間ベースで企業活動す
る例も増加し、更に多様化していく事が予想される。この場合は現地の軍の保
護は法的にも受けづらい。ましてや自衛隊の保護などは憲法上の問題も含めて
今後も期待できるような事柄ではないだろう。
犯罪が多発する地域や紛争|玉|で誘拐やテロの危'境からスタッフを守るために
現在多くの企業がＰＭＣと契約を結び、リスクヘッジに努めている。それは日
本の海外機関も同じで、最も典型的な例が自衛隊のイラク派遣事業で行われた
ＰＭＣ雇用契約である。lLi時、外務省は欧米系のＰＭＣを雇用し、バグダッド
における日本大使館の警備や自衛隊のサマワ駐屯地事務所職員の護衛や情報収
集に活用していた。同じく、自衛隊のイラク派遣に際して、クェートやイラク
国内等から陸上''１衛隊のサマワ宿営地に運び込まれる食料などの事例に対し
て、輸送を請け負う氏''１１業者がＰＭＣを雇用してIf[列の警護を実施させてい
る。
この頃、１１本の自衛隊がイラクのサマワで給水援助の活動をしていたが、同
じ事を民間に任せたらはるかに安上がりで効率が良いから｢'衛隊がここにいる
必要は無い、というi議論がしきりになされていた。この論剛を押し進めれば同
じ仕事を日本の防衛省がＰＭＣに請け負わせばはるかに安く、効率も上がる事
になるわけだ．ＰＭＣの方がF1衛隊よりはるかに多い戦場経験があり、民生サー
ビスのやり方を知っているからである。イラクにしるアフガニスタンにしろ、
前述したハリバートン社の様なＰＭＣは米軍に追随して真っ先に戦場に入り米
軍兵士にアメリカとほぼ変わり無い生活を送れるようにサービスを提供してい
る。この様な、建設・サービス会社のメリットはtlfがｌ１ｉ１じ堀を行うよりもはる
かに安上がりな鶚である。兵士達の健康の維持管ｆｌＩ１まで含めたきめ細かなサー
ビスは民間のノウ．ハウが最も生かされるところであ')、会社は労働力の安い
ところからそれを調達し、労務管理や労働者の危機管JIMまでもやってくれるの
である。ＰＭＣは欧米系の場合もあれば、現地人の場合もあり、前者はコスト
も高いが、信頼度も,llliい。後者･はその逆である。
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先に挙げた最大手の会社の一つであるMPRI社の年間利益はペンタゴンと
契約した分だけでも｝1本円に直して約120億円。会社はナイジェリア、ポスニ
ア、サウジアラビア、台湾、クロアチアなどの軍隊の軍事訓練サービスも手広
く提供しているので、会社全体での売り上げを考えると１兆円近くだと推定さ
れている。株もニューヨーク証券取引所に上場している。この会社の創業者は
2000年７月に自分の持ち株を別の軍事サービス会社に売って48億円の現金を手
にしたとされているところから、ＭPRI社が経営的にはいかに優良企業である
かが分かる。この種の企業が最も利益を上げていたのがイラクである。米軍関
係だけに絞っても､2004年の時点でイラクに駐留している正規兵は１３万人だが、
それをサポートするＰＭＣの社員は２万人を超えていた。その契約費用は、ア
メリカ政府がイラク復興事業用に用意していた180億ドル（２兆1600億円）の
25％に当たる5400億}']だとされている。
収入が多いのは会社だけではない。通常の職員でも軍隊時代の２倍から３倍
の給料は約束されている。例えば、アメリカ軍の給料は職櫛や階級によっても
違うが、イラクなどの危険地域に行っても、公務員だから危険手当込みでの年
収はせいぜい４万から５万ドルというのが平均（日本円にして450万から560万
円程度）だ。しかし、ＰＭＣでイラクに派遣されれば、その能〃に応じて、危
険地手当て付きで日当は500ドル～1500ドル20)。年収は単純計算で1800万から
5600万円クラスとなるから、軍隊を早期退職して加わる者も多い。
ＰＭＣ社員は殆どが30代後半から40歳代の男盛りのベテラン戦闘員。それも
戦略、武器、爆発物、格闘技などを特殊部隊で訓練され、実戦体験豊富な教官
クラスばかりが、アメリカだけではなくてフランス、ロシア、英国、南アフリ
カなど世界中から集まって来ている2,゜彼らの能力はその戦闘能力のみにある
のではなく、‘情報収集や諜報活動、心理戦などの専門家も多数含まれているこ
とでも高く評価されている22)。
第二節日本企業の特殊性とＰＭＣ活用への考察
これまでＰＭＣに関する事柄ついて検討してきたことを前提に、ロ本の海外
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進出企業がＰＭＣを活用するにあたって、事前に検討すべき課題として挙げら
れるのは、ｐＭＣのメリットとデメリットに関する考察であろう。ＰＭＣはこれ
まで述べてきたように戦争を巡る世界秩序が変化する中で登場し、発展してき
た。ＰＭＣはそれを利用する顧客が存在しているから企業として成り立ってい
るのだが、既述のように軍事ビジネス特有の難しい'１１１題を抱えている。特に、
組織的で、政治的意Ｍを持ったテロ集団の暗躍する状況の中で事業展開をして
きた経験に乏しい１１本企業にとってこれらの事柄は重要な問題となってくる。
先に挙げた日揮の事例のように、紛争地帯での事業を数多くこなし、危険地帯
での企業活動においても経験豊富であり、現地の軍に完全に守られていたにも
かかわらず、大量の死者を出してしまった例もある。
ＰＭＣ活用のメリットとして挙げられるのが、多様な安全保障のサービス提
供である。これまで述べてきたように、ＰＭＣは国家を始めとして、組織、個
人に対して多様な安全サービスを提供する他、民間企業にとっては政情不安定
な地域の工場建設、そのメインテナンスまで請け負う事ができる便利な存在で
ある。従って危機管理の側面からすると、多様なサービスが受けられ、専門的
な立場からのアドバイスを得られ、様々な意味で、リスクヘッジが可能となる。
依頼内容は顧客の要望により、サービスの期間も企業側の都合でｌｆｌ由に決めら
れる。この事を考慮すると、正規の軍隊では対応できない多様な危機管理上の
ニーズに応えられるＰＭＣならではの利点がある。
ＰＭＣが民間企業ならではのサービス提供が可能なのは、金額次第では質の
高い即戦力を用意できる体制をとっている事である。前述のように、特殊部隊
上がりの教官クラスのベテラン人員を派遣し、従業員の安全対策指導や、訓練
を行う事も可能。更には装甲車、ヘリコプター等を使艸jした要人警護なども
サービスに入っている。
企業にとってメリットとデメリットを測る重要なメルクマールとして「コス
ト」がある。ＰＭＣに質の高いサービスを求めた場合、それだけの高い契約金
が必要である。例えば、ニューヨークのジョンＦケネディ空港からニューヨー
ク市街に出るまでタクシーに乗ると平均３５ドルである。しかし、バグダッド国
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際空港から市街地までの費用は欧米系の有名ＰＭＣのサービスを利用した場合
その費用は13000ドルになる23)。前述のように、有能な人員を使用するには高
額な報酬が必要であり、能力が低ければそれだけコストも低くなる。コスト管
理を優先すれば、危機管理の||的が果たせなくなり、ＰＭＣを利用する意味が
なくなってしまう。逆にＰＭＣ側から「リスクやコストに見合うだけの利益が
上がらない」と判断して勝手に契約を打ち切ってしまう場合も考えられる。日
本企業の現状ではこの種の契約に対して不`慣れであるばかりiか、｜Ⅲ確な基準
持って判断するノウハウを持ち合わせていない場合が多い。従って契約打ち切
りや過大請求を受ける可能性は欧米系企業の場合より多くなることも予想され
る。現在、米軍のイラク・アフガニスタン撤退等でＰＭＣの市場規模が一時的
に縮小しており、欧米系ＰＭＣの巨大化とＰＭＣ市場の寡占化が急速に進んで
いる。ノースロップ・グラマン（NorthropGrumman）のような防衛関連企業
は、利益率を維持するため、前述のように軍事責務サービス事業に乗り出して
いる。中規模の防衛関連企業であったＬ－３コミュニケーション（指揮通信・
監視システム製造企業）が軍事役務提供事業に進川した事により、防衛関連企
業として世界23番目の売り上げを記録するようになった24)。従って、サービス
を求める場合、選択肢が急速に狭まってきており、ＰＭＣ側の言い分を聞くし
かないような傾向が強まっているのが現状である。
第三節日本企業のＰＭＣ活用に於ける問題点への考察
ここでは企業の危機管瑚の観点からＰＭＣを活用することを前提として、ど
のようなＰＭＣを雇用すべきかについて考察していく。
＜雇用契約＞
ＰＭＣを雇川するには能力もさることながら、信頼に足り得る企業かを重点
的に見ていく事が必要である。そのためには信頼するに足る親会社や母国を有
しているかが一つのメルクマールとなるだろう。業者の選択に当たっては複数
企業を常に検討し、契約期間を限って想定でき得る最低期間にしておく事が重
要となる。これは経験の少ない日本企業にとっては契約更新毎に修正を加える
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事が出来、不都合なところを正しながら経験を積むことができるというメリッ
トがある。更には選択の機会を多くすることで常にＰＭＣ側に価格競争を強い
る立場に立てるという、雇用主としての優位性を保つ事となる。
＜品質管理の問題＞
契約したＰＭＣの社員が能力不足で、受けるサービスの質が低下してしまう
事も予測できる。能力評価に対して、日本企業の危機管理担当者が軍事的な知
識が著しくかけている事は十分に想定できるからである。できれば、このよう
な危機管理に両面する担当者は、軍関係のＯＢか、少なくとも海外の軍事訓練
校に通うなどして最低限の軍事的知識と情報の分析・取扱いができる能力を備
えている事が望ましい。でなければ、例えば整備させた装備品が不十分な機能
しか発揮しないなどの不測の事態が起きる可能性がある。または、犯罪組織や
武装勢力と通じている事も考えられる。これらの事を事前に防ぐノウハウが不
足し、深刻な事態を招く可能性が出てくるのだ。実行の監視や監督等サービス
の品質に関する規定を契約の''二'に盛り込んでおくことも必須の条件となるだろ
う。更には契約先のＰＭＣの能力や内部事情に関する情報収集も徹底して行う
事も必要であり、情報収集には他のＰＭＣを利用し、複数監視体制の構築も有
効である。
＜ＰＭＣの管理と法的問題＞
再三述べてきたように、ＰＭＣは株式会社等の会社組織として成り立ってい
る。そのため、その活動は軍規にとらわれず、あくまでも自由で、傭兵を禁止
する国連協定の対象範州外の存在だ。現状ではＰＭＣを規制する法制度が整っ
ていないのである。しかし、企業として商法上の立場は守られており、企業秘
密として、情報を秘匿する権利も持っている。様々なＰＭＣのホームページを
見れば、その全てが国際法と現地の国内法を遵守する事を躯っている。が、彼
らの仕事場は混とんとした戦場や、治安や政情が不安定な地帯である。従って、
日本企業が雇用しているＰＭＣが法を遵守しているかどうかを調査する事は極
めて困難である。この事からすれば、発注者がＰＭＣを完全に管理・統制する
事は実質的に不可能であり、ましてやこの種の活動に経験不足である事が多い
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日本企業の危機管理者にとってはなおさらである。このため現状では依頼主か
らの注文にどのように応えていくかなど、依頼遂行過程の多くの事項がＰＭＣ
任せとなっている。この様に、ＰＭＣの活動は不透明で外部からの統制が難し
いため、これまで数多くの不法行為や人権侵害が行われてきている。その典型
的な例が、2007年イラクの首都バグダットでアメリカのブラック・ウォーター
社（当時の社名）の社員が正当な理由なく17人の市民を射殺するという事件が
起きた事が挙げられる。
おわりに
2015年１月、フランスで出版社と食料品店が武装したテロリストに襲われ
て、計１７人が射殺された。犯人３人も警察当局によって射殺されたが、３人と
もイスラム武装勢力を名乗り、うち兄弟の２人はアルカイダ系テロリストを標
梼し、１人はイスラム教原理主義に基づく国家を名乗るイスラム国の戦士と自
らを表明している。襲われた、出版社と食料品店はフランスの国内法の下で企
業活動を行っており、法的には何の落ち度もなかった。にもかかわらず、突然
襲われて多大の被害を出したのである。この事件は思いもよらないところから
テロリストに敵視され、攻撃を受けるという典型的な例と言えよう。
これら一連の事件は対立傾向にある、イスラム国とアルカイダの勢力争いと
の側面も強い事から、今後益々過激なテロが頻発する可能性が強い。この一連
の流れから、世界中安全なところは存在しづらい状況になっているとも言える
のではなかろうか。従って、海外で事業展開しようとするロ本企業にとっては、
それ相応の危機管理の施策をとる必要がある。その事を考えた場合、あらゆる
面で専門家集団となっているＰＭＣを活用する必然性が出てくるだろう。ＰＭＣ
に対しては本稿で述べてきたように様々の問題点があり、国際社会からの批判
も多い。が、反面、時代の要求として期待されるところも大きく、危機管理の
側面だけを取り出しても引き続き重要なプレイヤーとしての－つとして存続し
続けると想われる。これらの事から、筆者はＰＭＣの現状、問題点をふまえた
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上で民間企業の危機符理としてＰＭＣの活用を真剣に考えるべき時期に来てい
ると考える。
１
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２ 脇圭平訳、マックス・ヴェーバー箸「職業としての政治」岩波書店1980年、ｐ９
この件において典型的な例が日本の自衛隊創設である。1951年サンフランシス
講和条約と同時に締結された「}1米安全保障条約」が１１衛隊創設に於ける法的
根拠となっている。
暴力を提供する会社をどのように定義し、呼称するかについては議論がある。
ＰＭＣの呼称を使ったのはDavidShearerでいち早く定着した。その後、ＰＭＣ
とＰＳＣ（PrivatesecurityCompanies＝民間警護会社）の間に明らかに違いが
あるという議論が起きた。即ちＰＭＣは軍事的任務、ＰＳＣは政治的任務を負う
という業務の違いを際立たせる論である。が時代が進むに連れてこの業界の会
社は様々な業務を提供するようになって、両者を区別する境界線が極めて暖昧
になった。その現状を踏まえてPeterSingerがＰＭＦ（PrivatizedMilitary
Firm＝民営軍事会社）という用語を編み出した。本稿ではＰＭＣの用語を使用
するが、この櫛の企業が提供する様々なサービスが軍事及び戦場で提供される
事と、実際に行動しているのが元軍人もしくは軍隊関係幹ある事。更にはこの
種の企業の存在の仕方に馴染みのないＨ本人読者にもイメージしやすいと判断
したからである。
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これによるとイラクＩＲＩ内で17人のイラク民間人を従業員が殺害した後、2009年
に「ＸｅServices」に社名を変更。その後アメリカのバイオ・化学メーカー「モ
ンサント」に宜収され、現在は「Academi」と名前を変えている。
http://www・ａｃａｄｅｍＬｃｏｍ／
菅原出「外注される戦争」草思社2007年p44
WilliamDHartung,BombingsD/"ｇＵＳ，Erca(/ｉ２Ｗ１化γcc""αγｺﾞﾊﾟﾉﾉｚｔｏノigﾉbt
LosangelesTimes,ｌ６Ｍａｙ２００３
ＴｈｅＮｅｗＹｏｒｋＴｉｍｅｓ,l30ctober2002
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乃越
DeborahD,Avant,Ｔｈｅ/ＷｒＭ/ｂ７ＦＭ７２,ｐｐ｣7-18．
http://www・hartsecurity.com
TheWashingtonPosL6April2004この記事の中ではブラック・ウォーター社
はイラクに約450人派遣しているという。
ＴｈｅＮｅｗＹｏｒｋＴｉｍｅＳ２６Ａｕｇｕｓｔ２００４赤道ギニアは1995年ギニア湾で大規
模な海底ｉｌＩ佃が確認され、その開発を巡って'五|際石油資本が進ｌｌ１ｏその政争が
海外に波及。この政争にはアメリカのｲi油資本が深くかかわり合っているとい
われている。マーク・サッチャー容疑者の関与が指摘されているクーデター計
画は2004年３月に発覚したものだ。発覚のきっかけはジンバブエ当局がイギリ
ス特殊空挺部隊（SAS）の元隊員サイモン・マンをクーデター容疑で逮捕し、
その後、赤道ギニア当局が1H1内に潜んでいた外国人傭兵をイモづる式に逮捕し
た事である。マン容疑者は蠣事顧問会社メテオリック・タクテイカル・ソリュー
ジョン（ＭＴＳ）を経営し、1990年代には傭兵をアンゴラやシェラレオネなどに
送り込み、アフリカの紛争で稼いできた人物であった。南アフリカ)11局によれ
ば、サッチャー容疑者はクーデター計画に約27万５千ドルの資金提供をしたと
いう。マン容疑者とはケープタウンの高級住宅街で近隣に住む間柄で親交が
あった。
Ｈ本のエンジニアリング会社の代表的企業。主な業務は、石hlI精製プラント、
石油化学・化学プラント、ＬＮＧプラント、天然ガス処理プラント等である。設
立以来、世界70カ国以上２万件におよぶプロジェクトを遂行してきた。また、
LNGプラントでは世界有数の実績を誇る。
ＴｈｅＮｅｗＹｏｒｋＴｉｍｅｓ,l9April2004・
読売新聞2005年５月ｌｌＨｏ
ＴｈｅＮｅｗｙｏｒｋＴｉｍｅＳ７Ｍａｙ２００４・
ニック・ビカニック／ジェイソン・ポーク「ShadozuCo）Ｍｚ"y」2006年製作。
小野圭同]「紛争後復興における民間軍事会社の活用」防衛研究所紀要第11巻第
３サ、2009年３月、ｐ22。
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